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関する先行研究には以下のものがある。例え
ば、（上田2003．63─76、同2004．338─351）は、
自動車産業の環境経営について経済性と環境
のトレードオフ関係をトヨタを事例に紹介し
ている。当社の生産方式に環境問題を取り入
れている点を評価しコスト管理の視点から論
じている。また環境会計の情報が有価証券報
告書にあるような財務情報との関連性が欠如
していることを指摘している２）。
　一方、自動車産業の環境保全コストの研究
では、例えば（大沼、2004．115─124）は、
１　序　論
　わが国の自動車産業における環境会計情報
はどのように開示されてきたのか。本稿では
近年の自動車産業に関する環境保全コストの
実態とその分析について検討した。筆者はす
でに日本産業における環境報告書に記載され
ている環境会計情報についていくつかの研究
を進めてきた１）。今回の研究はその一環を形
成するものである。
　日本の自動車産業における環境会計情報に
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わが国の環境会計情報の分析（６）
─ 自動車産業 ─
Analysis of Environmental Accounting Information in Japan (6)
Automobile Industry
吉　田　雄　司
YOSHIDA, Yuji
 Transitions in the actual conditions of the environmental conservation cost in the 
automobile industry in Japan over the past five years were analyzed. Profitability and 
competitive advantage regarding the environment were also reviewed. The subject 
companies were the following five companies: Toyota Motor Corporation, Honda Motor Co., 
Ltd., MAZDA Motor Corporation, MITSUBISHI MOTORS CORPORATION and Fuji Heavy 
Industries Ltd. The following four points were identified. First, as an average of the 
environmental conservation cost, Honda invested ¥20,400 million and Toyota had 
expenditures of ¥250,100 million, which were the highest figures, respectively. Second, 
each company expended about 90% of its environmental costs on research and 
development. Third, MAZDA showed the highest figures regarding the ratio of 
environmental conservation costs in net sales and environmental expenditures in capital 
investment, etc. Fourth, it was found that MAZDA’s profitability was moderate, but its 
environmental conservation costs were the highest.
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（環境負荷）の発生の防止、抑制又は回避、
影響の除去、発生した被害の回復又はこれら
に資する取組」をいう６）。
　この環境保全を施行するための投資と費用
がそれぞれ環境投資と環境費用である。環境
投資は、「対象期間における環境保全を目的と
しての支出額でその効果が数期にわたって持
続し、その期間に費用化されていくもの」で
ある。また環境費用は、「環境保全を目的とし
た財・サービスの費消によって発生する費用
又は損失」である７）。
　ここでは先ず自動車会社５社はどのような
環境保全コストをこれまで支出してきたか考
察してみる。（表１）は各社08年度から12年
度に亘る環境保全コストの投資と費用の推移
を示したものである。５年間平均値をみると
投資が82億円、費用が1,055億円で明らかに
投資よりも費用の方が多いことが分かる。つ
まり自動車産業では毎年環境費用を支出し続
けているがその額は投資の約12倍以上の額に
なる。
　この平均値をみると08年９月のリーマン
ショック後の10年度に投資は59億円まで減少
したが、その後はまた上昇期に入っている８）。
一方、環境費用は09～10年にかけて減少はし
たが投資ほどの激減にはならずその後は上昇
に転じてきている。
　各社で見ると、トヨタは平均投資額が113
億円、費用が2,501億円で合計した環境保全
コスト2,614億円は５社中では最高額である。
当社の投資額は08年度は234億円であったが
翌09年度は81億円と約1/3にまで減少した。
ただ費用は同年度2,301億円から2074億円と
投資ほどの減少率とはなっていない。
　次にホンダは平均の投資額は204億円、費
用は1,804億円でトヨタに次ぐ環境保全コス
自動車リサイクル法の視点からメーカーの行
うリサイクル費用と効果の問題点を指摘し、
特に環境会計システムがメーカーのリサイク
ルインセンティブを十分に機能していないこ
とを問題視している３）。
　しかし、自動車産業の環境会計の情報につ
いて体系的に経年推移で把握し分析した研究
は近年殆ど行われていない。本稿では国内自
動車産業の環境会計情報を過去５年間に限定
しその間の実績等を分析をする。主な論点は
以下４点である。第１に自動車産業の環境保
全コストはどのくらいの金額で推移してきた
のか。第２に同コストはどのような分野に多
く支出されているのかその構成比を算定する。
第３に同コストの事業規模別にみた比率はど
のくらいなのか。そして第４に収益性と環境
保全コストの関係について検証する。
　研究対象企業は、トヨタ自動車株式会社（以
下、トヨタと称す）、本田技研工業株式会社（以
下、ホンダ）、マツダ株式会社（以下、マツダ）、
三菱自動車工業株式会社（以下、三菱自動車）、
富士重工業株式会社（以下、富士重工）の５
社である４）。また資料等は各社の環境報告書
等のバックナンバーとデータベースを使用し
た５）。なお、本稿で使用する環境保全コスト、
環境投資、環境費用等の用語定義は環境省『環
境会計ガイドライン2005年度版』（以下、「ガ
イドライン」と称す）に準ずるものとする。
２　自動車産業の環境保全コストの実態
と構成比
２−１　環境保全コストの実態推移
　環境省の「ガイドライン」によれば環境保
全とは、「事業活動などに伴って環境に加えら
れる影響であって環境の良好な状態を維持す
る上で支障の原因となるおそれのあるもの
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（表１）環境保全コストの推移
（単位：億円）
年度
トヨタ ホンダ マツダ１） 三菱自動車 富士重工１） 平　　均
投資 費用 投資 費用 投資 費用 投資 費用 投資 費用 投資 費用
2008 234 2,301 296 1,811 134.3 1208 13.9 262 14.3 157.1 139 1,148
2009 81 2,074 199 1,736 22.9 368.3 8.5 181.2 14.2 159.6 65 904
2010 78 2,330 132 1,825 42.6 434 30.2 221.9 10.1 163.9 59 995
2011 84 2,804 199 1,688 66.8 381.2 13.4 275.9 10.9 177.5 75 1,065
2012 89 2,995 196 1,963 41.5 388.9 11.1 297.3 22.9 185.4 72 1,166
平均 113 2,501 204 1,804 61.6 556.1 15.4 247.6 14.5 168.7 82 1,055
注１）マツダはグループの富士重工業は単独の金額。
（出所）2008年度～2012年度の各社「環境報告書」をもとに作成。
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（出所）2008年～12年度の各社「環境報告書」をもとに作成。
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（出所）2008年度～2012年度の各社「環境報告書」をもとに作成。
（図１）環境投資の推移
（図２）環境費用の推移
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トで推移してきた。当社のこの平均投資額
204億円は全社では最高値である。ホンダも
08年のリーマンショックの影響は受けており、
投資は08年度の296億円から10年度には132億
円と半分以下となりその後は190億円台にま
で回復してきた。しかし、トヨタ同様に費用
に関しては08年度に1,811億円であったがそ
の後の減少幅は小さい。
　一方、マツダは平均の投資額で61億６千万
円、費用で556億１千万円と５社平均値に達
してはいない。この数値は三菱自動車と富士
重工にも同じような値であることが分かる。
即ち、トヨタとホンダ以外の３社は何れも平
均値には達していないのである。また09年度
以降の減少幅は三菱自動車のように緩慢な企
業とマツダのように回復できない企業がある
ことが分かる。
　更に（図１）、（図２）は、環境投資と環境
費用の経年推移をグラフ化したものである。
（図１）ではホンダの環境投資が５年間上位
で推移しておりトヨタはその下位にある。し
かし、（図２）を見ると逆にトヨタの環境費用
が上位を推移しホンダがその下位に位置して
いる。しかもトヨタの環境費用は09年度以降
は12年度まで上昇傾向であるのに対しホンダ
はほぼ横ばいで推移している。また、マツダ
の環境投資、環境費用は共に09年度に減少し
それ以降は08年度水準には未だ回復しきれて
いない。
　ここまでは各社環境保全コストの実績値を
見てきた。ではこれらの環境保全コストはど
の様なコスト項目に多くを支出してきている
のかその構成比を次に検証してみる。
２−２　環境投資と費用の構成比
　環境保全コストの分類は「ガイドライン」
によれば次のような分類がなされている。
　事業活動に応じた分類として１事業エリア
内コスト、２上下流コスト、３管理活動コスト、
４研究開発コスト、５社会活動コスト、６環境
損傷対応コスト、７その他コストである９）。1
のコストは更に公害防止コストと地球環境保
全コスト、資源循環コストの３項目に分類さ
れる10）。
　（表２）は08年度から12年度に亘る環境投
資の平均額とその比率を算出したものである。
表中の項目で事業エリア内コストに該当する
３項目（公害防止、地球環境保全、資源循環）
はそれぞれ別に開示している11）。
　各社の平均値を見ると投資額は５年間で81
億８千７百万円であるが、その構成比をみる
と研究開発費が45.2％と最高位で次いで地球
環境保全36.1％、そして公害防止コストの
15.6％と続いている。この比率から自動車産
業５社での環境投資は環境研究開発費への比
重が高いことが分かる。予測では大気汚染防
止コスト等が考えられるがその割合は低位で
あり環境保全の研究開発投資が多いのである。
　各社を見るとトヨタの投資構成比率は他４
社とは異なっていることが分かる。当社の平
均投資額は113億２千万円であるがその約
94.0％は地球環境保全コストに占有されてい
る。トヨタは「ガイドライン」に沿った開示
を行っているが、この投資額は毎年この地球
環境保全の分類項目に計上している。
　一方、他社はすべて研究開発の分類項目が
最高比率になっている。ホンダは70.5％、マ
ツダは33.0％、三菱自動車62.1％そして富士
重工業が74.3％と何れも環境研究開発費の比
重が最大値である。因みにトヨタの投資に占
める環境研究開発費率は0.0％である。トヨ
タ以外の４社で環境研究開発費以外には公害
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　（表２）と（表３）から分かることは、自
動車産業の環境保全コストの構成比は投資・
費用ともに環境に関する研究開発費への支出
が際立っていることである。
　ではこうした実績値をもとに各社売上高や
設備投資額等の事業規模と環境保全コストの
相対的比較を検証してみよう。そしてこれら
の比較から各社の環境配慮型マネジメントの
ランク付けを試行してみる。
３　環境保全コストと事業規模の比較
　（表４）は環境保全コストと各事業規模と
の比較を算定したものである。ここでは４つ
の指標で示してある。なお、富士重工業は単
独のデータであるため比較対象から外してあ
る。
　先ず最初の指標、環境保全コスト対売上高
率とは連結売上高に占める環境保全コストの
割合である。ここで環境保全コストは投資と
防止や地球環境保全コストの占有率が高い。
　次に（表３）は環境費用の構成比率である。
各社５年間の平均値を見ると1,055億６千２百万
円でその構成比率を見ると91.8％は研究開発
コストである。他には管理活動コストに
3.6％、公害防止コストに1.7％である。この
占有率からも自動車産業は毎年環境保全に関
する研究開発費を支出してきたことが分かる。
　各社で見ると、トヨタは約2,501億円の内
92.2％の2,306億円が環境研究開発費へ支出
している。当社の分類項目は環境投資とは異
なり他４社と同様の分類に区分され各社の統
一性が認められる。他社を見ても環境研究開
発費の占有率が顕著である。例えばホンダは
95.1％、マツダは82.5％、三菱自動車84.1％、
そして富士重工業が92.4％を占めている。マ
ツダと三菱自動車は80％代で他に公害防止コ
ストや資源循環コストへの比率が僅少である
が確認できる。
（表２）環境投資の構成比率（2008年度～2012年度平均値）
（表３）環境費用の構成比率（2008年度～2012年度平均値）
（単位：百万円）
項目
トヨタ ホンダ マツダ 三菱自動車 富士重工単独 平　　均
投資 比率 投資 比率 投資 比率 投資 比率 投資 比率 投資 比率
公 害 防 止 360 3.2% 3,393 16.6% 1,920 31.1% 573 37.1% 124 8.5% 1,274 15.6%
地球環境保全 10,640 94.0% 1,974 9.7% 1,918 31.1% 8 0.5% 234 16.1% 2,955 36.1%
資 源 循 環 80 0.7% 97 0.5% 270 4.4% 4 0.3% 3 0.2% 91 1.1%
上 下 流 0 0.0% 524 2.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 105 1.3%
管 理 活 動 0 0.0% 41 0.2% 26 0.4% 1 0.1% 0 0.0% 14 0.2%
研 究 開 発 0 0.0% 14,417 70.5% 2,032 33.0% 959 62.1% 1,080 74.3% 3,698 45.2%
社 会 活 動 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
環境損傷対応 240 2.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 12 0.8% 50 0.6%
小 計 11,320 100.0% 20,446 100.0% 6,166 100.0% 1,545 100.0% 1,453 100.0% 8,187 100.0%
（出所）2008年度～2012年度の各社「環境報告書」をもとに作成。
（単位：百万円）
項目
トヨタ ホンダ マツダ 三菱自動車 富士重工単独 平　　均
費用 比率 費用 比率 費用 比率 費用 比率 費用 比率 費用 比率
公 害 防 止 1,200 0.5% 2,021 1.1% 3,965 7.1% 1,588 6.4% 333 2.0% 1,821 1.7%
地球環境保全 800 0.3% 563 0.3% 779 1.4% 26 0.1% 43 0.3% 442 0.4%
資 源 循 環 2,100 0.8% 1,061 0.6% 2,560 4.6% 786 3.2% 462 2.7% 1,394 1.3%
上 下 流 900 0.4% 855 0.5% 329 0.6% 805 3.3% 153 0.9% 608 0.6%
管 理 活 動 12,300 4.9% 4,136 2.3% 1,989 3.6% 606 2.4% 95 0.6% 3,825 3.6%
研 究 開 発 230,600 92.2% 171,588 95.1% 45,877 82.5% 20,832 84.1% 15,591 92.4% 96,898 91.8%
社 会 活 動 300 0.1% 193 0.1% 123 0.2% 110 0.4% 89 0.5% 163 0.2%
環境損傷対応 1,900 0.8% 37 0.0% 0 0.0% 15 0.1% 103 0.6% 411 0.4%
小 計 250,100 100.0% 180,454 100.0% 55,622 100.0% 24,768 100.0% 16,870 100.0% 105,562 100.0%
（出所）2008年度～2012年度の各社「環境報告書」をもとに作成。
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費用の合計した金額である12）。表の平均値を
見ると1.92％とある。４社で最高値はマツダ
の2.66％で次いでホンダ2.22％、三菱自動車
の1.48％、そしてトヨタの1.31％となる。１
位のマツダは売上に対し環境保全コストを多
く支出していることから環境配慮型のマネジ
メントをこの5年間行ってきたといえる。
　次に環境投資対設備投資率を見てみよう。
平均値は4.54％である。この指標は、設備投
資総額に占める環境投資の割合であり、この
値が高いほど環境配慮の投資を実施してきた
といえる。表中の４社で最高位はマツダの
9.51％である。次にホンダの3.88％、三菱自
動車の2.71％、そしてトヨタの2.05％となる。
さてこの第２指標も最高値はマツダである。
しかも平均値の２倍近い値である。マツダは
前述の（表１）でみた環境保全コストの推移
で投資は平均61億６千万円（トヨタ113億円、
ホンダ204億円）を考慮するとこの指標は注
視すべき値である。
　第３指標は、環境費用対営業費用率である。
この指標は営業費用に占める環境費用の占有
率でこの数値が高い程、環境への配慮のある
営業活動を行ってきたことが分かる。ここで
の平均値は1.79％である。しかし、４社中の
最高値はマツダの2.39％である。２位がホン
ダの2.08％、そして三菱自動車が1.42％、最
後がトヨタの1.29％と続く。この第３指標も
マツダの環境配慮型の経営姿勢が窺える。マ
ツダは先の環境保全コスト対売上高率、環境
投資対設備投資率と合わせ３指標がすべて
トップである。
　では第４指標はどうであろうか。この環境
研究開発費対研究開発費率は、企業の研究開
発費総額に対する環境保全に関する研究開発
費の割合を示している。この値が高い程、環
境配慮の研究開発活動を実施してきたことに
なる。数値を見ると平均は47.11％である。
これまでの３指標に比べ非常に高い。この指
標の最高値は三菱自動車の69.21％である。
次いでマツダの51.89％、ホンダの35.33％そ
してトヨタ29.33％である。ここでもマツダ
は三菱自動車に次いで高い値を示している。
　このように自動車産業の環境保全コストは
研究開発費が大半を占め如何に技術力最優先
の業界であるかが推測できる。ただ、トヨタ
が最下位にあることはどう判断すべきだろう
か。当社の環境保全に関する支出は08年度よ
り以前の研究開発費が累積されており、ここ
で見た08年度から12年度の期間ではその研究
開発費用の全容が開示できない可能性がある
と推定する。
４　収益性と環境保全コストの関係
４−１　収益性の指標
　ここまでは環境保全コストの実績値把握と
（表４）事業規模別比較
（単位：%）
年度
環境保全コスト対売上高率 環境投資対設備投資率  環境費用対営業費用率 環境研究開発費対研究開発費率
トヨタ ホンダ マツダ 三菱自 平均 トヨタ ホンダ マツダ 三菱自 平均 トヨタ ホンダ マツダ 三菱自 平均 トヨタ ホンダ マツダ 三菱自 平均
2008 1.23 2.10 5.30 1.40 2.50 1.86 4.67 16.41 1.94 6.22 1.10 1.84 4.71 1.33 2.25 23.55 34.48 114.78 64.52 59.33
2009 1.14 2.26 1.81 1.31 1.63 1.47 5.71 7.69 1.82 4.17 1.10 2.11 1.71 1.27 1.55 26.54 37.82 36.22 68.41 42.24
2010 1.27 2.19 2.05 1.38 1.72 1.27 1.03 9.54 5.76 4.40 1.26 2.18 1.89 1.24 1.64 29.41 37.04 38.81 68.21 43.36
2011 1.55 2.38 2.20 1.60 1.93 1.27 4.71 8.56 1.89 4.10 1.54 2.19 1.84 1.58 1.78 33.65 34.03 33.23 74.12 47.12
2012 1.40 2.18 1.95 1.70 1.81 4.41 3.29 5.38 2.16 3.81 1.44 2.10 1.81 1.7 1.76 33.5 33.29 36.43 70.8 43.51
平均 1.31 2.22 2.66 1.48 1.92 2.05 3.88 9.51 2.71 4.54 1.29 2.08 2.39 1.42 1.79 29.33 35.33 51.89 69.21 47.11
注）環境保全コスト対売上高率＝環境保全コスト／売上高×100%、（環境保全コスト＝環境投資＋環境費用）、環境投資対設備投資率＝環境投資／設備投資×100％、環境費用対営業費用率＝環
境費用／営業費用×100％、環境研究開発費対研究開発費率＝環境研究費／研究開発費×100％
（出所）2008年度～2012年度の各社「環境報告書」とプロネクサス『総合企業情報データベースeol』2014年、日本経済新聞デジタルメディアの『日経バリューサーチ』をもとに作成。
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事業規模比較をみてきた。以下では収益性と
環境保全コストの関係について考察してみる。
企業は収益性があると「環境への配慮」も多
くなるのか。この「環境への配慮」の意味を
環境保全コストへの支出額に置き換えて検証
してみる。つまり、収益性のある会社は環境
保全コストも多く支出しているのかという問
題である。このテーマは経済と環境の両立問
題を内包している。
　さて（表５）は収益性指標の比較推移であ
る。先ず、自己資本利益率（ROE：Return 
on Equity）をみると最高値はホンダの6.87％
で、次がトヨタ2.64％そして三菱自動車の
2.12％、最低値はマツダのマイナス9.18％で
ある。この指標では分子に当期利益を使用し
ているため最終利益が赤字になるとマイナス
値が測定されてしまう。マツダは08年度から
11年度まで当期利益は赤字続きである13）。
　また総資本利益率（ROA：Return on Assets）
を見るとこれもホンダが3.29％と最高値で次
が三菱自動車の2.15％、そしてトヨタが
1.37％、最後にマツダがマイナス0.46％とな
る。この指標の算定式の分子は（営業利益＋
受取利息─支払利息・割引料）である。マツ
ダの営業利益は08年度と11年度ともマイナス
値でありその影響からこの指標でもマイナス
となっている14）。
　更に売上高経常利益率を見ると最高値はホ
ンダ4.15％で、次に三菱自動車2.16％、トヨ
タの2.09％、そして最後にマツダが0.14％と
なる。ホンダの収益性が著しいのと同時にマ
ツダの収益力が４社中最低値であることが読
み取れる。
　４番目の指標、総資産回転率では１位が三
菱自動車1.35％、マツダが1.19％、ホンダが
0.75％、そしてトヨタが0.64％となる。この
指標では先の３指標と順位の入れ替えがある。
但しこの算定式は分母に総資産が置かれるた
めトヨタのような大規模会社の回転率は低く
なり、三菱自動車やマツダのような総資産規
模がトヨタ程の大きさでない企業の回転率は
高くなる傾向がある。
　さてこの（表５）から収益性の高いのはホ
ンダであり最少はマツダであるといえる。で
は、ホンダは収益性が高いが環境保全コスト
の支出はどうなのだろうか。逆にマツダは収
益性は確かに良くないが環境への配慮はどう
だったのか、次にこの収益性と環境の関係に
ついて検証してみる。
４−２　収益性と環境性の関係
　（表６）は（表４）事業規模比較と（表５）
収益性の指標をもとに各社平均の収益値と環
境性の順位づけをしたものである。収益性平
均値をその高い順に並べると１位から４位ま
での各社位置付けができる。ホンダはＡ自己
（表５）収益性の指標
年度
自己資本利益率：ROE 総資本利益率：ROA 売上高経常利益率 総資産回転率
トヨタ ホンダ マツダ 三菱自 トヨタ ホンダ マツダ 三菱自 トヨタ ホンダ マツダ 三菱自 トヨタ ホンダ マツダ 三菱自
2008 -3.98 3.2 -14.81 -20.7 -1.2 1.71 -2.35 -0.3 -2.73 1.62 -0.74 -0.76 0.67 0.82 1.34 1.44
2009 2.05 6.44 -1.41 2.17 0.65 3.15 -0.2 0.22 1.54 3.92 0.21 0.9 0.64 0.73 1.15 1.21
2010 3.95 12.17 -12.82 6.75 1.76 5.04 0.69 2.29 2.97 7.06 1.58 2.13 0.63 0.77 1.25 1.42
2011 2.72 4.78 -24.0 9.65 1.43 2.18 -2.64 4.14 2.33 3.24 -1.81 3.37 0.61 0.68 1.10 1.37
2012 8.48 7.78 7.11 12.72 4.22 4.39 2.16 4.44 6.36 4.95 1.50 5.17 0.67 0.78 1.13 1.31
平均 2.64 6.87 -9.18 2.12 1.37 3.29 -0.46 2.15 2.09 4.15 0.14 2.16 0.64 0.75 1.19 1.35
注）自己資本利益率：ROE＝当期利益÷資本合計×100%、総資本利益率：ROA=（営業利益＋受取利息－支払利息・割引料）÷負債・純資産合計×100%　売上高経常利益率＝経
常利益÷売上高・営業収益×100%、総資産回転率＝売上高÷総資産×100%
（出所）日本経済新聞デジタルメディアの「日経バリューサーチ」をもとに作成。
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るのか。08年度から12年度の平均で環境投資
は82億円、費用は1,055億円であった。５社
で投資の最高値はホンダの204億円、費用は
トヨタの2,501億円であった。５年間の推移
をみると環境投資ではホンダが上位を推移し、
環境費用ではトヨタが上位にあり両社が逆転
することはなかった。
　第２にこれらの環境保全コストはどの分類
項目に多くを支出してきたのかである。まず
環境投資では同期間で平均額が8,187億円で
あるがその45.2％が研究開発費コストに、次
いで36.1％が地球環境保全に投資されてきた
ことが分かった。ただトヨタは94％が地球環
境保全に投資され、研究開発項目は0.0％で
あり他４社における集計項目の相違点が浮き
彫りとなった。また環境費用は同期1,055億
円であったがその91.8％が研究開発費であっ
た。ここではトヨタも他社同様の構成比であ
ることが判明した。これらから自動車産業の
環境研究開発費の構成比は膨大であることが
検証できた。
　第３は同コストを事業規模別に比較した場
合の環境配慮型経営の成果比較である。４指
標のうち環境投資コスト対売上高率と環境投
資対設備投資率、環境費用対営業費用率の３
指標でマツダが最上位にあり、環境研究開発
費対研究開発費率でも同社は２位であった。
つまりマツダは環境に対する配慮が高い企業
資本利益率とＢ総資本利益率、Ｃ売上高経常
利益率で１位を占めている。しかしマツダは
その３指標ですべて最下位にある。業績が良
いと予測され易いトヨタでもＡで２位、Ｂと
Ｃでは３位、Ｄは４位である。
　一方、環境性の平均値の順位を見るとマツ
ダが際立った位置にある。Ｅ、Ｆ、Ｇの３指
標でマツダは１位を確保しているのである。
指標Ｈも２位にある。ところがホンダの収益
性はＡ、Ｂ、Ｃ３指標で１位であるが、Ｅ、Ｆ、
Ｇでは２位にある。トヨタの環境性は４指標
とも最下位にある。
　これらから収益性の高いホンダが必ずしも
環境性指標でも高い値とはなっていないこと
が分かる。収益性の高い企業がそのまま環境
保全コストも多くなるという訳ではないので
ある。これとは対照的にマツダは収益性は３
指標で最下位にあるが、環境性では３指標で
最上位にある。つまりマツダは収益性が悪い
時期でも環境への配慮を実施してきたのであ
る。マツダの「環境への配慮」の経営姿勢が
窺える。
５　結　論
　本稿ではわが国自動車産業の環境保全コス
トについて考察した。序論で提起した４つの
論点をここで整理しておこう。まず第１に自
動車産業の環境保全コストはどのくらいであ
（表６）収益性と環境性の指標順位
指　　標 １位 ２位 ３位 ４位
???Ａ 自 己 資 本 利 益 率 ホンダ  トヨタ 三菱自 マツダ
Ｂ 総 資 本 利 益 率 ホンダ 三菱自  トヨタ マツダ
Ｃ 売 上 高 経 常 利 益 率 ホンダ 三菱自  トヨタ マツダ
Ｄ 総 資 産 回 転 率 三菱自 マツダ ホンダ  トヨタ
???Ｅ 環 境 保 全 コ ス ト 対 売 上 高 率 マツダ ホンダ 三菱自  トヨタ
Ｆ 環 境 投 資 対 設 備 投 資 率 マツダ ホンダ 三菱自  トヨタ
Ｇ 環 境 費 用 対 営 業 費 用 率 マツダ ホンダ 三菱自  トヨタ
Ｈ環境研究開発費対研究開発費率 三菱自 マツダ ホンダ  トヨタ
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であるといえる。その一方でトヨタは４指標
とも最下位であった。
　そして４つ目の論点は企業の収益性と環境
性の関連である。即ち収益性の高い企業は環
境保全コストも高い値なのかという問題であ
る。結論として必ずしもそのような関係では
ないことが判明した。５年間で収益性が最上
位なのはホンダであったが環境性の指標では
マツダが最高位でありホンダは次点であった。
つまり、本稿で提示した収益性と環境性指標
から考察すると、収益性が高くても必ずしも
環境性の高い支出をするという仮説は成立し
ないことが検証できたのである。
　以上、自動車産業の環境保全コストについ
て検証を行った。これらから同産業の環境保
全対策の活動成果が部分的にではあるが把握
できた。しかし、今後も各社の環境会計情報
は開示されていくことを考慮すれば、継続し
た情報収集とその整理分析を行うことは必要
であろう。筆者はこうした業界全体の環境保
全活動を一般消費者等利害関係者へ開示する
意義はあると考える。
注）
１）筆者の「わが国の環境会計情報の分析」の研究
成果はすでに（1）鉄鋼会社（2）総合電機会社、（3）
非鉄金属会社、（4）総合建設会社、（5）医薬品産業
について研究してきた。自動車産業に関しては
2005年に「環境会計の情報開示と環境コストに関
する研究－国内乗用車産業のケース－」『埼玉学
園大学紀要』経営学部篇第５号、143－152頁があ
る。
２）上田俊明「自動車産業における環境保全活動と
環境会計」『経営研究』（47）中央大学経理研究所、
338－351頁、2004。同「環境経営と自動車産業」『明
星大学紀要 情報学部』（11）、63－76頁、2003年。
３）大沼洋子「環境保全コストと費用負担に関する
考察－自動車リサイクル法を中心にして－」『公
益事業研究』第56巻第３号、115－124頁。
４）日産自動車は環境会計情報は2011年度より開始
しており今回は研究対象に含めていない。日産自
動車『サステナビリティレポート2014』132頁。
５）各社の環境報告書は以下のとおりである。トヨ
タ自動車『地球環境に寄り添って－トヨタの環境
取り組み－2013』2013年８月、本田技研工業『2014
環境年次レポート』、マツダ『マツダサステナビ
リティレポート2014詳細版』、三菱自動車工業『三
菱自動車CSRレポート2014』、富士重工業『2013CSR
レポート』
６）環境省「環境会計ガイドライン2005年版」２頁。
７）同上、７頁。
８）リーマンショックとは2008年９月15日、米国の
大手証券会社リーマン・ブラザーズが米連邦破産
法第11条（チャプター11、日本の民事再生法に相
当）の適用を申請、事実上の経営破たんに追い込
まれた事件で世界の金融市場に大きな衝撃を与え
た。日経BP社『日経ビジネス経済・経営用語辞典』。
９）同上、12頁。事業エリア内コストは主たる事業
活動により事業エリア内で生じる環境負荷を抑制
するための環境保全コストである。また上下流コ
ストは主たる事業活動に伴ってその上流又は下流
で生じる環境負荷を抑制するための環境保全コス
トである。この他環境管理コスト、研究開発コス
ト、社会活動コスト、環境損傷対応コストは何れ
も当該関連の環境保全コストである。
10）同上、12－13頁。公害防止コストには大気汚染
防止や水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、億週、
地盤沈下等の防止コストがある。また地球環境保
全コストには地球温暖化防止や省エネルギーのコ
ストやオゾン層破壊防止のコスト等がある。そし
て資源循環コストには資源の効率的利用コストや
産業廃棄物・一般廃棄物のリサイクルコストとそ
れら処理処分コストが含まれる。
11）（表２）の８項目と各金額は、筆者が各社の環
境会計情報を「ガイドライン」に沿った分類項目
に整理し直した資料である。
12）環境省「ガイドライン」では環境保全コストの
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うち投資と費用はそれぞれ性格が異なるため両者
を合計するものではないとしている。つまり環境
保全コストの投資は減価償却資産であり事業の用
に供した時は固定資産で貸借対照表の勘定科目に
なる。一方、この資産は時の経過に伴って減価償
却費として費用化される。この時の減価償却費は
損益計算書上の勘定科目である。よって資産と費
用は別の属性といえる。「ガイドライン」11頁参照。
しかし、本稿ではトヨタのように環境保全コスト
の投資と費用を合計し売上高比率を算定するケー
スがある。このことを考慮して両者合計値を用い
た環境保全コスト対売上高率の指標を使用してい
る。トヨタ自動車、前掲書、30頁。
13）マツダの当期利益は、08年度－71,489百万円、
09年度－6,478百万円、10年度－60,042百万円、11
年度－107,733百万円、12年度プラス34,304百万円
で08年度から11年度の４年間連続赤字である。日
経デジタルメディア『日経バリューサーチ』より。
14）マツダの営業利益は08年度－28,381百万円、09
年度9,458百万円、10年度23,835百万円、11年度－
38,718百万円、12年度53,936百万円、同上より。
（参考資料）
上田俊明「自動車産業における環境保全活動と環境
会計」『経営研究』（47）中央大学経理研究所、
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